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卸売業 回答事業所23件（回答率92.0％）－業況判断指数　前期比後退 ▲39.1 －

製造業 回答事業所29件（回答率80.6％）－業況判断指数　前期比後退 ▲24.1 －

　管内卸売業23社による業況判断指数は「▲
39.1」、前期比10.9ポイント改善したが、前
年同期比では30.4ポイント後退した。
　地域別では、市部が「▲35.3」、前期比9.2
ポイント改善、郡部も「▲50.0」前期比16.7
ポイント改善した。
　売上額指数は「▲13.0」、前期比45.3ポイ
ント改善したが、前年同期比では65.2ポイン
ト後退した。
　収益指数は「▲4.3」、前期比49.8ポイント
改善したが、前年同期比では39.1ポイント後
退した。

　管内製造業29社による業況判断指数は「▲
24.1」、前期比10.3ポイント後退、前年同期
比についても11.2ポイント後退した。
　地域別では、市部が「▲20.0」前期比15.0
ポイント後退、郡部は「▲33.3」前期比「横
這い」であった。
　売上額指数は「3.4」、前期比27.6ポイント
改善したが、前年同期比は3.0ポイント後退
した。
　収益指数は「▲3.4」、前期比20.7ポイント
改善したが、前年同期比では3.4ポイント後
退した。
　業況判断指数は１頁の表参照
　売上額指数、収益指数は４頁の表参照
　以下各業種とも同じ

｢業況判断｣(D.I.)の回答の内訳
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建設業 回答事業所53件（回答率88.3％）－業況判断指数　前期比後退 ▲32.0 －

運輸業 回答事業所17件（回答率94.4％）－業況判断指数　前期比改善 ▲23.5 －

　　管内運輸業17社による業況判断指数は
「▲23.5」、前期比14.0ポイント改善、前年
同期比は23.5ポイント後退した。
　地域別では、市部が「▲22.2」前期比22.2
ポイント改善、郡部でも「▲25.0」前期比3.6
ポイント改善した。
　売上額指数は「0.0」、前期比58.8ポイン
ト改善、前年同期比では29.4ポイント後退し
た。
　収益指数は「▲11.8」、前期比23.5ポイン
ト改善、前年同期比では23.5ポイント後退し
た。

小売業 回答事業所57件（回答率82.6％）－業況判断指数　前期比後退 ▲38.6 －

　管内小売業57社による業況判断指数は「▲
38.6」、前期比5.3ポイント後退、前年同期比
でも14.5ポイント後退した。
　地域別では、市部が「▲25.8」前期比0.7ポ
イント改善、郡部は「▲53.8」前期比11.5ポ
イント後退した。
　売上額指数は「▲29.8」、前期比4.4ポイン
ト後退、前年同期比でも7.6ポイント後退し
た。
　収益指数は「▲33.3」、前期比7.9ポイント
後退、前年同期比は「横這い」で変わらずで
あった。
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　管内建設業53社による業況判断指数は「▲
32.0」、前期比1.2ポイント後退し、前年同期
比でも12.0ポイント後退した。
　地域別では、市部が「▲37.1」前期比6.6ポ
イント後退したが、郡部は「▲20.0」で前期
比11.3ポイント改善した。
　売上額指数は「▲16.0」、前期比16.7ポイ
ント改善、前年同期比は26.0ポイント後退し
た。
　収益指数は「▲20.0」、前期比24.2ポイン
ト改善、前年同期比では16.0ポイント後退し
た。
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鉱　業 回答事業所５件（回答率100.0％）－業況判断指数　前期比改善 80.0 －

不動産業 回答事業所９件（回答率75.0％）－業況判断指数　前期比改善 22.2 －

　管内鉱業5社による業況判断指数は
「80.0」、前期比80.0ポイント改善、前年同
期比でも13.3ポイント改善した。
　地域別では、市部が「100.0」、前期比で
横這い、郡部は「75.0」で前期比100.0ポイン
ト改善した。
　売上額指数は「80.0」前期比180.0ポイン
ト改善、前年同期比で20.0ポイントの後退と
なった。
　収益指数は「80.0」前期比180.0ポイント
改善、前年同期比では20.0ポイントの後退で
あった。

　　管内不動産業9社による業況判断指数は
「22.2」、前期比9.7ポイント改善、前年同期
比でも22.2ポイントの改善であった。
　地域別では、市部が「25.0」前期比10.7ポ
イント改善、郡部では「0.0」と前期比横這
いであった。
　売上額指数は「22.2」、前期比15.3ポイン
ト後退、前年同期比では11.1ポイントの改善
となった。
　収益指数は「12.5」前期比25.0ポイント後
退、前年同期比でも9.7ポイント後退した。

サービス業 回答事業所46件（回答率86.8%）－業況判断指数　前期比改善 ▲10.9 －

　　管内サービス業46社による業況判断指数
は「▲10.9」、前期比3.1ポイント改善し、前
年同期比でも11.9ポイント改善した。
　地域別では、市部が「▲15.6」前期比1.8ポ
イント後退、郡部では「0.0」となり前期比
14.3ポイントの改善であった。
　売上額指数は「▲6.5」、前期比33.0ポイン
ト改善、前年同期比も2.6ポイントの改善と
なった。
　収益指数は「▲6.5」、前期比42.3ポイント
改善、前年同期比でも9.4ポイントの改善と
なった。
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特別調査アンケート結果 〜5年後(2030年)以降を見据えた
　　　　　中長期的な経営について〜

◎�「削減を行う見通し」との回答は全業種で15.6％、それ以外の対応策は「販売価格を
引き上げる」が多い

　雇用や労働時間の削減の見通しは、「わからない」がもっとも多く、「行わない見通し」も4割弱を
占め、それ以外に考えられる対応策では、「販売価格を引き上げる」が最多だったものの、「特に対応
は行わない」と「わからない」が4割を占め、対応に対しての消極的な面が窺える。

◎「不安を感じている」は63.4％、経営面への影響は「賃金引上げの妨げになる」が43.2％
　経営面で「不安を感じている」がやはりもっとも多い結果となった。また、経営面への影響について
は、「賃金引上げの妨げになる」がもっとも多く43.2％を占めた。「特に影響はない」と考えている先が
16.2％、「わからない」とする先も14.0％とそれぞれ一定数見られた。

◎�生産面では「定年延長など高齢者の活躍推進」が35.6％、販売面では「現時点で
は考えていない」がもっとも多い

　生産面では「現時点では考えていない」が26.6％で2番目に多かったが、「待遇改善を通じた現役世代の
確保」が19.4％であった。販売面においては「現時点では考えていない」が43.5％と半数近くを占め、次い
で「現在の市場で今の商品の販売を強化」が27.8％であった。

問２　�社会保険負担の増加が今後も見込まれるが、�
経営面で不安を感じているか。また、経営面への影響で考えられること

問３　�わが国では、2030年以降も人口減少や高齢化の進展が見込まれ
ているが、生産面・販売面についてどのように考えているか。

問１　�最低賃金について、現行の 1,055 円から 1,500 円となった場合、�
雇用や労働時間の削減を行う見通しとそれ以外に考えられる対応策

　単位：％

雇用や労働時間の削減の見通し(225社) 全 業 種 製 造 業 卸 売 業 小 売 業 建 設 業 運 輸 業 サービス業 鉱 業 不 動 産
行う見通し 15.6 10.7 31.8 22.6 16.0 0.0 9.3 0.0 12.5
行わない見通し 38.7 42.9 22.7 34.0 40.0 37.5 44.2 100.0 25.0
わからない 45.7 46.4 45.5 43.4 44.0 62.5 46.5 0.0 62.5

雇用や労働時間以外に考えられる対応策（225 社） 単位：％
経費 ( 人件費以外 ) を引き下げる 16.4 3.3 18.2 26.0 11.8 18.8 18.6 0.0 25.0
省力化投資 ( 設備、IT 等 ) を行う 9.3 10.0 4.5 6.0 11.8 6.3 14.0 0.0 12.5
販売価格を引き上げる 27.5 50.0 18.2 16.0 31.3 37.4 20.9 60.0 12.5
仕入価格を引き下げる 0.9 0.0 0.0 2.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0
もともと従業員がいない 3.6 0.0 4.5 6.0 2.0 0.0 2.3 0.0 25.0
わからない 18.7 16.7 31.9 22.0 17.6 6.3 18.6 0.0 12.5
特に対応は行わない 23.6 20.0 22.7 22.0 23.5 31.2 25.6 40.0 12.5 

　単位：％
経営面での不安感(224社） 全 業 種 製 造 業 卸 売 業 小 売 業 建 設 業 運 輸 業 サービス業 鉱 業 不 動 産
不安を感じている 63.4 51.8 59.1 72.0 56.9 68.7 67.4 60.0 75.0
どちらでもない 28.6 37.9 27.3 22.0 33.3 31.3 27.9 20.0 12.5
不安を感じていない 8.0 10.3 13.6 6.0 9.8 0.0 4.7 20.0 12.5

経営面への影響 (222 社 ) 　単位：％
社会保険料納付の時間や手間が増える 9.9 17.2 4.5 14.3 2.0 12.5 7.0 20.0 25.0
従業員への説明に時間がかかる 1.8 0.0 4.5 2.0 2.0 0.0 2.3 0.0 0.0
雇用が抑制される 12.2 13.8 18.2 18.4 6.0 6.3 11.6 0.0 12.5
賃金引上げの妨げになる 43.2 31.1 45.6 22.4 64.0 56.2 46.5 40.0 37.5
もともと従業員がいない 2.7 0.0 4.5 4.1 2.0 0.0 2.3 0.0 12.5
わからない 14.0 20.7 9.1 20.4 10.0 0.0 14.0 20.0 12.5
特に影響はない 16.2 17.2 13.6 18.4 14.0 25.0 16.3 20.0 0.0
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問５　�SDGs(2030年を目途とした持続可能な開発目標)にかかる取組み

問４　�5 年後の 2030年を見据えた事業承継の状況について、
　　　2030年までに経営者の変更の予定

　　単位：％
経営者変更の予定(223社) 全 業 種 製 造 業 卸 売 業 小 売 業 建 設 業 運 輸 業 サービス業 鉱 業 不 動 産

経
営
者
変
更
を
予
定

親族に承継 12.6 3.6 4.5 11.5 19.6 24.8 12.5 20.0 0.0
親族以外の役員、従業員に承継 4.9 3.6 0.0 5.8 5.9 0.0 10.0 0.0 0.0
親族以外の社外人材に承継 0.9 3.6 0.0 0.0 0.0 0.0 2.5 0.0 0.0
他社への事業譲渡 (M&Aを含む) を予定 2.7 3.6 0.0 1.9 2.0 6.3 5.0 0.0 0.0
承継先を選定中 6.3 7.1 13.6 7.7 2.0 0.0 10.0 0.0 0.0

計 27.4 21.5 18.1 26.9 29.5 31.1 40.0 20.0 0.0
経
営
者
変
更
を

予
定
せ
ず

経営者が若く検討不要 24.2 32.0 18.2 15.4 33.3 18.8 20.0 20.0 44.5
検討の必要性は感じているが未着手 17.9 14.3 36.4 21.2 13.7 25.0 10.0 0.0 22.2
2030 年以降の承継を決定済み 2.7 0.0 0.0 3.8 7.8 0.0 0.0 0.0 0.0

計 44.8 46.3 54.6 40.4 54.8 43.8 30.0 20.0 66.7

そ
の
他

廃業を予定 3.1 3.6 0.0 1.9 2.0 6.3 2.5 20.0 11.1
事業承継については全くの未定 24.7 28.6 27.3 30.8 13.7 18.8 27.5 40.0 22.2

計 27.8 32.2 27.3 32.7 15.7 25.1 30.0 60.0 33.3

　単位：％
生産面　(222社) 全 業 種 製 造 業 卸 売 業 小 売 業 建 設 業 運 輸 業 サービス業 鉱 業 不 動 産
定年延長など高齢者の活躍推進 35.6 44.8 50.0 30.0 29.4 53.3 31.0 40.0 25.0
待遇改善を通じた現役世代の確保 19.4 10.3 22.7 16.0 25.5 26.7 19.0 20.0 12.5
外国人採用の強化 4.1 6.9 0.0 4.0 2.0 0.0 9.5 0.0 0.0
人材教育の強化 9.0 6.9 4.5 10.0 15.7 0.0 7.1 0.0 12.5
省力化 (IT、設備等 ) の増加 5.4 3.4 0.0 6.0 7.8 0.0 4.8 40.0 0.0
現時点では考えていない 26.6 27.6 22.7 34.0 19.6 20.0 28.6 0.0 50.0

販売面 （216 社） 　単位：％
新しい商品・サービスの開発 16.7 32.1 13.6 20.4 4.1 0.0 23.1 0.0 37.5
新しい市場への進出・強化 12.0 7.1 31.8 12.2 4.1 18.8 7.7 20.0 25.0
現在の市場で今の商品の販売を強化 27.8 28.6 36.4 32.7 22.4 31.3 25.6 20.0 12.5
現時点では考えていない 43.5 32.1 18.2 34.7 69.4 50.0 43.6 60.0 25.0

（最大３つまで回答）　単位：％
SDGsにかかる取組みでもっとも取組んでいるもの（221社） 全 業 種 製 造 業 卸 売 業 小 売 業 建 設 業 運 輸 業 サービス業 鉱 業 不 動 産

（省エネ）省エネ、節電、再生可能エネルギーの使用 33.0 37.9 47.6 38.0 17.6 37.5 34.1 40.0 25.0
（省資源）再生資源や未利用資源の利用、 
廃物削減、製品の長寿化や修理 14.9 10.3 19.0 8.0 17.6 12.5 26.8 0.0 0.0

（水資源）水使用量削減、排水管理 2.7 3.4 0.0 2.0 3.9 6.3 2.4 0.0 0.0

（森林資源）ペーパーレス化、緑化、植林 17.6 31.0 19.0 24.0 13.7 6.3 7.3 0.0 37.5
（環境負荷）グリーン調達、
カーボンオフセット、有害物質の削減 4.1 6.9 0.0 8.0 2.0 0.0 4.9 0.0 0.0

（雇用）女性や高齢者、障がい者、
外国人等の多様な人材の雇用 20.4 24.1 19.0 18.0 17.6 31.3 22.0 40.0 0.0

（労働環境）研修の充実、働き方改革の実施 19.5 17.2 14.3 20.0 25.5 6.3 17.1 20.0 37.5

（貧困対策・健康福祉）フェアトレード、途上国支援 0.5 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（地域貢献）防犯、防災、寄付、まちづくり 17.6 17.2 4.8 24.0 21.6 6.3 14.6 20.0 25.0

上記の取組みはしていない 38.0 31.0 33.3 30.0 47.1 43.8 39.0 40.0 50.0

◎経営者変更を予定せず」が44.8％
　「経営者変更を予定」しているは27.4％、その中で「親族に承継」が12.6％であった。「経営者変更を
予定せず」の中で、「経営者が若く検討不要」が24.2％、「必要性は感じているが未着手」が17.9％で、「未
着手」のほうがが多い業種も見られた。「全くの未定」も24.7％あり目を引くところであった。
　また、「廃業を予定」している先は3.1％とごく少数であった。

◎「取組みはしていない」が38.0％ともっとも多い
　「取組みはしていない」に次いで「省エネ、節電、再生可能エネルギーの使用」が33.0％、「多様な人材
の雇用」20.4％、「研修の充実、働き方改革の実施」19.5％、「ペーパーレス化、緑化、植林」17.6％、「防犯、
防災、寄付、まちづくり」17.6％など広範囲に亘っている。
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管内主要経済統計管内主要経済統計
１．製 造 業 の 状 況
主要製造業生産動向  （単位：比％）

紙製品出荷実績
　　　  トン

前　年
同月比

うち板紙
　　　トン

前　年
同月比

紙製品出荷実績
　　　  トン

前　年
同月比

うち板紙
　　　トン

前　年
同月比

06年04月 63,120 ▲ 7.6 17,973 - 06年11月 62,093 ▲ 10.2 20,808 -

06年05月 61,568 ▲ 4.8 16,442 - 06年12月 62,699 ▲ 11.6 21,014 -

06年06月 62,068 ▲ 0.3 16,956 - 07年01月 54,648 ▲ 10.1 16,476 -

06年07月 62,836 3.2 17,321 - 07年02月 53,550 ▲ 8.2 18,583 -

06年08月 64,755 ▲ 2.5 20,347 - 07年03月 58,534 ▲ 14.1 18,009 -

06年09月 57,871 ▲ 12.3 15,970 - 07年04月 61,174 ▲ 3.1 19,947 11.0

06年10月 63,509 ▲ 0.9 18,218 -
＊資料出所　…　王子製紙㈱苫小牧工場　　＊今号より原油処理実績の掲載は中止いたしました

２．土 木・建 設  の 状 況
　①　公 共 工 事  （単位：百万円・％）

苫　小　牧　市 室蘭建設管理部 室 蘭 開 発 建 設 部
金　　額 前　年　比 金　　額 前　年　比 金　　額 前　年　比

0 6 年 0 4 月 148 ▲ 83.3 442 18.2 5,091 ▲ 6.8

0 6 年 0 5 月 1,715 65.2 289 ▲ 50.4 2,868 ▲ 34.8

0 6 年 0 6 月 1,448 ▲ 59.2 304 ▲ 62.6 3,108 ▲ 34.1

0 6 年 0 7 月 1,128 14.6 1,835 19.5 937 ▲ 50.5

0 6 年 0 8 月 893 3.7 1,261 9.1 891 ▲ 19.3

0 6 年 0 9 月 599 ▲ 7.6 512 ▲ 79.3 2,380 152.9

0 6 年 1 0 月 449 ▲ 46.6 167 ▲ 42.8 529 ▲ 65.1

0 6 年 1 1 月 122 ▲ 50.4 45 ▲ 60.5 199 12.4

0 6 年 1 2 月 96 ― 16 23.1 546 ー

0 7 年 0 1 月 1,360 16,900.0 26 ▲ 13.3 165 ー

0 7 年 0 2 月 43 ― 88 633.3 72 ▲ 88.2

0 7 年 0 3 月 626 22.3 2,060 103.6 5,725 4.2

0 7 年 0 4 月 1,509 919.6 371 ▲ 16.1 4,662 ▲ 8.4
＊資料出所　－　苫小牧市、室蘭建設管理部HP、室蘭開発建設部HP
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